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社会の期待に応える教育改革

現在の日本が抱える課題 今後目指すべき我が国の姿

○急速な少子高齢化による内需及び生産
人口の減少

現在 日本 抱 課題

○人材一人ひとりの創造力により高付加価値を生みだす社会

○安心して子どもを産み育てることのできる社会

今後目指す き我 国 姿

○ボーダレス化・グローバル化の進展

○家庭の経済状況の差による教育や雇用
の格差

○自ら世界の課題の解決に貢献し、国際的に尊敬される国家

○効率最優先の社会から転換し、多様性を包含する成熟社会

が自 能力 伸ば 機会 保障 社会参
○財政状況の悪化

○すべての国民が自らの能力を伸ばす機会を保障され、社会参
加を通じて自己実現できる公正で活力ある社会

➢日本の未来を支える人材に投資し、人材イノベーションを進めることにより日本再生を実現

➢幼児教育から高等教育まで一貫して、課題解決のために自ら考え判断・行動できる「社会を
生き抜く力」や高付加価値を創造できる力を育成

① 社会の構造的変化に整合し外部に開かれた教育 の転換

教育改革の基本的視点

生き抜く力」や高付加価値を創造できる力を育成

① 社会の構造的変化に整合し外部に開かれた教育への転換
少子高齢化による内需や生産人口の減少、産業構造・就業構造の変化、グローバル化の深化に対応するため、少子高齢化による内需や生産人口の減少、産業構造・就業構造の変化、グローバル化の深化に対応するため、

地域コミュニティや産業界等と協働し、社会の構造的変化に整合した教育を充実。地域コミュニティや産業界等と協働し、社会の構造的変化に整合した教育を充実。

② 幼 小 中 高 大の円滑な接続 教育と産業のマッチング② 幼・小・中・高・大の円滑な接続、教育と産業のマッチング
大学の入口・出口の重視（大学入試改革や産業とのミスマッチの解消）、教育の質の向上。大学の入口・出口の重視（大学入試改革や産業とのミスマッチの解消）、教育の質の向上。

目標を明確化し、ＰＤＣＡサイクルで進捗をフォローアップ。 1



教育改革の７つのポイント

⑤国立大学のミッション再定義と重点支援⑤国立大学のミッション再定義と重点支援
➢全ての国立大学毎のミッションを定める「国立大学
改革プラン」を策定【H25年央】

①小中一貫教育制度・高校早期卒業制①小中一貫教育制度・高校早期卒業制
度の創設（六三三制の柔軟化）度の創設（六三三制の柔軟化）【H２４年度～検討・

実施】、少人数学級の推進、少人数学級の推進【Ｈ２３年度～逐次実施】

②大学入試改革②大学入試改革
クリテ カ シンキングを重視した入試 の転換

➢ミッションに応じたメリハリある支援【H25年度～】

➢一法人複数大学方式等の制度的整備、大学・学
部の枠を越えた連携・再編成等を促進【H25年度～検討・

実施】

実施】、少人数学級の推進、少人数学級の推進【Ｈ２３年度～逐次実施】

➢クリティカルシンキングを重視した入試への転換
【H24年度～検討着手】

➢TOEFL等の入試での活用促進【H24年度～】

⑥学生の⑥学生の7575％を占める私学の質的充実％を占める私学の質的充実

実施】

③大学の教育機能の再構築とミスマッチ③大学の教育機能の再構築とミスマッチ
解消解消

➢大学生の学修時間の欧米並み実現【H24年度～】

⑥学生の⑥学生の7575％を占める私学の質的充実％を占める私学の質的充実
に向けた支援・メリハリある配分に向けた支援・メリハリある配分

➢多様な「分厚い中間層」など私学の特色発揮に向
けた支援・メリハリある配分【H24年度～】

④英語力 グロ バル力の向上④英語力 グロ バル力の向上

➢社会ニーズ等を踏まえた学科等再編、産学人材
育成プラットフォームの拡大・強化【H24年度～】

けた支援 メリハリある配分【H24年度 】

➢「設置認可→大学評価→是正措置」にわたる質保
証システムの確立（適応できない大学に厳しく）【H24年度～】

④英語力・グローバル力の向上④英語力・グローバル力の向上
➢20代前半までに同世代の10％が海外留学等を
経験【H24年度～】

➢高校生の英語キャンプの全国的展開【H24年度～】

⑦世界で戦える「リサーチ・ユニバーシ⑦世界で戦える「リサーチ・ユニバーシ
ティ」の倍増ティ」の倍増【Ｈ２４年度～逐次実施】、地域再生の拠、地域再生の拠

２

➢高校生の英語キャンプの全国的展開【H24年度～】

➢国際化拠点大学（40大学）を指定し、卒業時の
到達水準（TOEFL○○点等）を設定【H24年度～】

ティ」の倍増ティ」の倍増【Ｈ２４年度 逐次実施】、地域再生の拠、地域再生の拠
点としての大学の機能強化点としての大学の機能強化【Ｈ２５年度～逐次実施】



社会構造の変化に対応するための初等中等教育システム改革

○社会構造の変化に対応できる強い人材の育成と「分厚い中間層」の復活
○すべての子どもに 課題解決のために自ら考え判断 行動できる「社会を生き抜く力」を育成

➢ 小中一貫教育制度（仮称）の創設（H24年度中を目途）など小中一貫教育や

中高一貫教育の推進 幼児期の教育に関する保護者負担の軽減と幼小連１．多様な教育体系の確立（六三三制の柔軟化）

○すべての子どもに、課題解決のために自ら考え判断・行動できる「社会を生き抜く力」を育成
→これらを実現するため、多様な機会と現場の創意工夫を生かした、質の高い活力ある教育システムを構築

中高 貫教育の推進、幼児期の教育に関する保護者負担の軽減と幼小連
携の推進

➢ 高等学校段階における「早期卒業制度」の創設（大学への早期入学促進）
の検討（H25年度中を目途に結論）など高大接続の強化

➢ 生徒の能力・適性・進路等に応じた高等学校の類型を念頭に置いた教育の
改善・充実（H24年度中を目途に改善充実方策を策定）

に向けたシステム改革

○ 社会構造の変化や地域の実情に対応し、子どもの発達に

合った学びの実現や個性・創造性の一層の伸長を図るため、 改善 充実（H24年度中を目途に改善充実方策を策定）

➢ 就業実習（「デュアルシステム」）の抜本的拡充など、専門高校等に
おける産業界との連携強化

学校間の連携を推進し、設置者の判断による一貫した教育と
その効果の検証を進める。

教育内容の充実とエビデンスに基づく検証改善システムの確立

２．教育の質保証に向けたシステム改革 ➢ 考える力（クリティカルシンキング）やコミュニケーション能力等の育成、体験的
な学びに重点をおいた新学習指導要領等の着実な実施とフォローアップ

➢ 各学校段階における外国語を使う機会の拡充（高校生の英語キャンプ等）や
先進的な取組の推進、高校生留学の促進などグローバル人材の育成に向け
た語学・コミュニケーション能力の抜本的強化

○ 教育内容の充実と各学校段階における検証改善システムや、

きめ細やかで質の高い教育指導体制の確立により 教育の

３ 地域の主体性 創意工夫が生かされる教育

➢ 全国学力・学習状況調査の充実や、高等学校段階での生徒の学力状況を
多面的・客観的に把握する様々な仕組みの検討（H25年度中を目途に結論）

➢ 言語活動の充実やICTの活用等による、協働型・双方向型の授業革新（「学び

きめ細やかで質の高い教育指導体制の確立により、教育の
質保証のシステムを構築する。

きめ細やかで質の高い教育指導体制の確立

３．地域の主体性、創意工夫が生かされる教育
行政体制（「地域とともにある学校づくり」）の
確立に向けたシステム改革

のイノベーション」）

➢ 教員養成の修士レベル化に向けた体制の整備・充実など教員の養成・採用・
研修の各段階を通じた一体的な改革（H24年夏頃に結論、段階的に実施）

➢ 学級規模及び教職員配置の適正化（少人数学級の推進等）

➢ コミュニティ・スクール（学校運営協議会）の拡大（H28年度までに公立小中
学校の１割（約3,000校））など「地域とともにある学校づくり」の推進

➢ 学校現場の実態に即した対応を可能とするための市町村教育委員会等の
裁量拡大や教育委員会の改革の促進

○ 教育行政や学校のガバナンス改革により、地域の主体性や
創意工夫が生かされるような教育行政体制を確立する。
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（参考） 小中連携、一貫教育と中高一貫教育の取組の現状

１ 小中連携 一貫教育の取組の現状

○ 平成２４年４月１日現在、特例の制度を利用して、学習指導要領等によらない教育課程を編成して行われている
ものは以下のとおり。

１．小中連携、一貫教育の取組の現状

合計 国立 公立 私立

件数（市町村・法人） ５２件 ３件 ４４件 ５件

学校数 １ ０４２校 ６校 １ ０２８校 ８校

※上記の数は、教育課程特例校と研究開発学校の数の合計数。

学校数 １，０４２校 ６校 １，０２８校 ８校

（参考）制度上の特例を活用せず、現行制度の範囲内で小学校と中学校の連携強化を図っている取組の例

○東京都三鷹市立にしみたか学園（第二小学校、井口小学校、第二中学校） ※平成１８年度から「にしみたか学園」として開園

（取組の概要）
・全教科において「生き方・キャリア教育」の視点を重視し、９年間継続して人間関係形成能力を育成
・学校行事等を通じて小学校と中学校の交流を推進
小学校と中学校の教員の相互乗り入れや合同研究会を実施して連携強化・小学校と中学校の教員の相互乗り入れや合同研究会を実施して連携強化

・小学校から一部教科で学年内教科担任制を導入
・三校長のうち一名が三校の代表（にしみたか学園長）となり、責任体制を明確化
・校地・校舎は別々（従来のものを利用）

２．中高一貫教育の取組の現状

○ 平成２３年４月１日現在、中高一貫教育校は、全国に４２０校（国立５校、公立１７９校、私立２３６校）が設置されて
おり、設置校数は年々増加。

（参考）平成２３年度学校数
小学校：２１，７２１校 中学校：１０，７５１校 高等学校：５，０６０校

おり、設置校数は年々増加。
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我が国の将来を見据えた、国際競争力を有する人材育成・知的基盤の形成が重要。このため、高い専門的・汎用的能力を有する人材を量的に確保していくことが不可欠。

社会の変革のエンジンとなる大学づくり
求められる社会

の方向性

● 国公私立・都市と地方の大学の特色ある発展と分担・連携

大学ビジョンの策定（H24年度中）
～国の大学政策の基本方針～

改革実行のための工程を近々策定

② 改革集中実行期（H25・26）
制度 仕組みの整備 支援措置の実施

① 改革始動期（H24）
改革の枠組み方針の決定

◎ PDCAサイクルの展開

激しく変化する社会における大学の機能の再構築 ( 参照)

● 大学に求められる多様な役割・ニーズ
（国家戦略、個人の成長、地域の社会・経済・文化の活性化拠点・産業との連
携、国際貢献）

③ 改革検証・深化発展期（H27～H29）
・取組の評価・検証
・改革の更なる深化発展

・制度・仕組みの整備、支援措置の実施
・改革モデルの全国展開

・改革の枠組み方針の決定
・改革モデルを先行実施
（大学改革強化推進事業
（138億）の活用 等）

Ⅰ．激しく変化する社会における大学の機能の再構築 (P6参照)

大学教育の質的転換と大学入試の改革
～主体的な学びを鍛える大学教育の転換、学ぶ意欲や力を測る大学入試への転換～

ｱｸﾃｨﾌﾞ・ﾗｰﾆﾝｸﾞの学修環境整備、教員の教育力向上
→日本の学生の学修時間を欧米並みの水準に
社会人の学び直しの推進、実践的キャリア教育・職業教育の充実
高校教育の質保証とともに、意欲・能力・適性等の多面的・総合的な評価に
基づく入試への転換の促進

➢

➢
➢

グローバル化に対応した人材育成
～大学のグローバル化への取組、産学協働による人材育成の強化～

地域再生の拠点や社会・経済・文化発展の核となる大学づくり
地域と大学との組織的な連携強化による地域の諸課題への取組み、

大学の国際化、学生の双方向交流
→20代前半までに同世代の10％が、海外留学等を経験

入試におけるTOEFL・TOEICの活用・促進、英語による授業の促進
秋入学への対応など、教育ｼｽﾃﾑのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化
産学協働人財育成円卓会議など、産業界と大学を結ぶﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑづくり

➢

➢
➢

➢

➢

地域再生の拠点や社会・経済・文化発展の核となる大学づくり
～地域課題の解決や生涯学習の充実、イノベーションの創出など教育研究成果の還元～

国立大学改革 (P7 8参照)
Ⅱ．「Ⅰ.」を実現するための大学ガバナンスの充実・強化

「国立大学改革プラン」の策定・実行 新たなミッションに応じた 大学の枠・

生涯学習環境の整備（「Center of Community」構想の推進）
→全国の地域圏で、大学が地域再生に主要な役割を発揮
研究力強化による世界的な研究成果とイノベーションの創出
→世界で戦える「ﾘｻｰﾁ･ﾕﾆﾊﾞｰｼﾃｨ」の倍増

➢

➢
国立大学改革 (P7,8参照)
～個々の大学のミッションの再定義、それを踏まえた国立大学の新体制構築、機能強化～

財政基盤の確立とメリハリある資金配分の実施 (P9参照)
国立大学の基盤経費の重点的配分 私学助成の 層明確なメリハリある配分

「国立大学改革プラン」の策定・実行、 新たなミッションに応じた、大学の枠・
学部の枠を越えた再編成等（機能別・地域別の大学群の形成等）
大学のｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ強化、大学間連携の制度的選択肢の拡大

国立大学における政策目的に基づいた基盤的経費の重点的配分
私立大学の教育研究活性化、ガバナンス強化のための私学助成の充実と

➢

➢

➢～国立大学の基盤経費の重点的配分、私学助成の一層明確なメリハリある配分～

大学の質保証の徹底推進 (P10参照)
～社会のステークホルダーの信を得られる質の高い大学を保証するシステム～

私立大学の教育研究活性化、ガバナンス強化のための私学助成の充実と
一層明確なメリハリある配分

設置認可から是正措置発動まで大学の質保証のﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑの確立

経営上課題のある学校法人への早期経営判断を促進する仕組みの確立
(社会変化に適応できない大学等の退場)

➢

➢

➢

５



① 大学教育の質的転換と大学入試の改革（H24年度から一部実施）

激しく変化する社会における大学の機能の再構築

社会のステークホルダー

「学士課程教育の質的転換への好循環の確立」

・ 主体的に学び・考え・行動する人材を育成する大学・大学院教育への転換
・学修時間の飛躍的増加、ｱｸﾃｨﾌﾞ・ﾗｰﾆﾝｸﾞのための学修環境整備、
教育方法の革新、 教員の教育力の向上等

・ 高校教育の質保証とともに、意欲・能力・適性等の多面的・総合的な評価
に基づく入試への転換の促進

大学

社会のステークホルダー

参画（ｻｰﾋﾞｽﾗｰﾆﾝｸﾞ、ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ）

学修支援環境の充実に基づく入試への転換の促進
・高校・大学の教育と連動した入試改革、クリティカルシンキングを重視した入試
への転換、センター試験の改革

・ 産業構造等の変化に対応した社会人の学び直しの推進

・ 高等教育における実践的キャリア教育・職業教育の充実 等

学生

カリキュラムの体系化
教育方法の改善

教員の教育力の向上

学修成果の把握学修時間の飛躍的増加
始点

学修支援環境の充実

② グローバル化に対応した人材育成（H24年度から一部実施）

・ 拠点大学の形成・学生の双方向交流の推進（日本人学生の海外留学の拡大、
留学生の戦略的獲得）などによる 大学の国際化の飛躍的推進 ※産学協働人財育成円卓会議

カリキュラムの体系化
成績評価の厳格化

教員の教育力の向上

全学的な教学マネジメント

留学生の戦略的獲得）などによる、大学の国際化の飛躍的推進

・ 入試におけるTOEFL・TOEICの活用・促進、英語による授業の倍増

・ 産学協働によるグローバル人材・イノベーション人材の育成推進
・産学協働人財育成円卓会議※など全国・地域レベルで産業界
と大学を結ぶﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑづくり

※産学協働人財育成円卓会議
・グローバルな視点でイノベーションを創出する「人財」養成のための具体的なアク
ションを起こすために、産学のリーダー（参加企業（20社）、参加大学（12大学））
が結集する場として、平成23年7月に発足。

・平成24年5月7日に「産学協働人財育成円卓会議アクションプラン」を発表

と大学を結ぶﾌ ﾗｯﾄﾌｫｰﾑづくり
・「ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ大学院」など産業界との共同による大学院教育機能の抜本的強化

・ 秋入学などを通じた大学のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化への取組 等

③ 地域再生の拠点や社会・経済・文化発展の核となる大学づくり

課題解決で得た知見を研究に反映学生の学修意欲向上

「ＣＯＣ(Center Of Community)構想」

③ 地域再生の拠点や社会 経済 文化発展の核となる大学づくり
（H25年度から逐次実施）

・ 地域と大学の組織的な連携強化「COC（Center of Community）構想の推進」

・ 大学の生涯学習機能の強化

・ 地域の雇用創造・課題解決への貢献

課題解決
地域貢献

大学の教育研究
機能の向上

大
学

地
域

成果のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

・ 地域の雇用創造・課題解決への貢献

・ 研究力強化：世界的な研究成果とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの創出（「ﾘｻｰﾁ・ﾕﾆﾊﾞｰｼﾃｨ」群の増強）
・研究体制・環境の改善に係る改革実践、力のある研究拠点への集中投資、
学長のリーダーシップ発揮による全学的な研究力強化策の展開 等

現実的な課題解決に参画
学生にとって生の学習素材

地域だけで解決できない課題を大
学と共同で解決

課題解決自治体、ＮＰＯ法人、専門学校、
小・中・高校等と連携
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改革モデルの先行実施
改革の集中実施期間

24年度 25年度 26年度～

国立大学改革 【ロードマップ】

改革の基本方針の提示
改革の集中実施期間

国国

国立大学改革の先行実施国立大学改革の先行実施 国立大学改革強化推進事業
（Ｈ24年度予算：138億円）

（取組のイメ ジ）
大胆な改革を重点的に支援

国
立
大
学
の

国
立
大
学
の

（取組のイメージ）
・研究面での最高水準の拠点形成
・機能別・地域別の大学群形成に向けた連合連携
・効率的な大学運営のための事務処理共同化

・教育の質保証と
個性・特色の明確化

・大学運営の高度化

国立大学改革プランの策定国立大学改革プランの策定

国として改革の方向性を提示

国立大学改革基本方針国立大学改革基本方針

《２４年度中》

の
新
体
制
構
築

の
新
体
制
構
築

国立大学改革プランの策定国立大学改革プランの策定
《２５年央まで》

大学ごとにミッションを再定義し国として改革の方向性を提示

教員養成、医学、工学のミッションの
再定義

大学・学部の設置目的を明確化し

築
、
機
能
強

築
、
機
能
強

改革の工程を確定※

全大学・学部のミッションの再定義

改革促進のためのシステム改革の加速
→大学・学部の設置目的を明確化し、

公的教育機関としての存在意義を
「見える化」

強
化
に
向
け
た

強
化
に
向
け
た

改革促進のためのシステム改革

○予算の戦略的・重点的支援の拡大
○必要な制度改正の検討、提案
（例） ・多様な大学間連携の制度的選択

（一法人複数大学（アンブレラ方式）等）
国立大学法人の評価の在り方た

改
革
の
加

た
改
革
の
加 大学の枠 学部の枠を越えた再編成等へ

○大学関係予算の戦略的・重点的支援
→各種指標を踏まえて支援対象を

絞り込み、重点的に支援
○大学間連携、組織改革の促進

・国立大学法人の評価の在り方
・財務上の規制緩和
・国立大学のガバナンスの強化

加
速
化

加
速
化

※国立大学改革プランを踏まえた第三期中期目標の策定・中期計画の認可へ

大学の枠・学部の枠を越えた再編成等へ→国立大学改革強化推進事業により
大胆な改革を重点的に支援

（例） ・「リサーチ･ユニバーシティ」群の強化
・機能別・地域別の大学群の形成
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国立大学改革 【多様な大学間連携（制度的イメージ）】

現状

・これまでも、教育課程の共同実施制度の導入や、同一都府県内にある国立大学同士の統合等の取組は実施

参考

◆ 大学の機能を再構築し、強化する視点から、連携方策を拡大。
◆ 大学の主体的判断により これまでできなかった取り組みが可能となるよう検討

これまでも、教育課程の共同実施制度の導入や、同 都府県内にある国立大学同士の統合等の取組は実施
・大学の機能（国際競争力のある人材育成・知的基盤の形成等）の一層の強化のためには、さらに多様な大学間連携が必要

Ⅰ．戦略的な国際展開のための大学連携の促進 Ⅱ．連携のための多様な制度的枠組みの整備

◆ 大学の主体的判断により、これまでできなかった取り組みが可能となるよう検討。

呼び込み

国内大学と海外大学の本格的連携 国立大学の一法人複数大学方式

（例えば、地域や機能別）

国公私立大学等の共同による
教育研究組織の設置

呼び込み

連携

教員派遣

国内
A大学

海外
B大学 国立大学 公立大学 私立大学新国立大学法人

国際展開

新共同学部研究科

教員派遣
カリキュラム
教材提供

出資A大学 B大学

国内
A大学

海外
B大学

連携

新たな教育組織

教員派遣
カリキュラム

教養教育実践センター
（仮称）

Ｃ大学

一法人の下で、スケールメリットを生かしてさら
なる学生サービスの改善、教育環境の充実など
を可能とする

例えば、地域の国立大学、公立大学等が共同で教
育研究組織（教養教育、共同研究所等）を設置し、
多様な教育研究を可能にする

国内大学と海外大学との共同による新たな学部
の設置など多様な連携を推進し、グローバル化を
加速する

新たな教育組織
教材提供

（仮称）
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財政基盤の確立とメリハリある資金配分の実施 【私学助成の改善・充実 ～私立大学の質の促進・向上を目指して～】

加速度的に知識基盤社会化する世界にあって、高等教育の約８割を担う私立大学は日本の「分厚い中間層」を支える土台
→ 私学助成は、これを支える基盤的経費として相応しい効果を挙げる必要

→ 多様な特色の発揮と質的充実に向けた支援 及び メリハリある配分 を強化
［基盤的経費の充実 ＋ 一層明確なメリハリ］

○教員数に対する学生数
○学納金収入に対する教育研究経費支
出等の割合

○ 教育研究活性化のための
メリハリある配分

直ちに実施する事項(H24年度)

私立大学の教育研究力を高め、
日本の人材の質を高める取組を行う
大学へ一層の重点投資

現在の取組 更にその後目指す方向(H25年度～)

出等の割合

○教職員の平均給与費に応じた減額
○特定の役員・教職員の報酬・給与が
高額に上る場合の減額

社会・経済の新たな成長に向けた取組へ
の特別補助の充実
・成長分野の人材育成

・国際化への取組

・社会人の受入れ

大学へ 層の重点投資

○ 建学の精神を生かした学士課程
教育の質向上（学修時間の確保、学業
に専念できる環境整備等）年々強化

○収入超過状況

○教育情報・財務情報の公表状況

○定員充足状況に応じた減額等

建学の精神・私学の役割・特色による教
育改革の新展開のための環境整備（私立
大学教育研究活性化設備整備事業）

○ 地域再生の核となる大学作り
(COC(Center of Community)構想）（地域

貢献、社会人受入れ・生涯学習機能の強化
等）

年々強化

年々強化

100

90

109

90

109

一般補助における定員充足率に係る傾斜配分の強化

100
減
額
率

平成１８年度

減
額
率

○ ガバナンス強化のためのメリハ
リある配分

教育情報・財務情報公表の促進

等）

○ 産業界などのステークホルダー、
国内外の大学等と連携した教育
研究（産業界等とのミスマッチ解消や、世
界 活躍する 材 育成 ため 組等）

年々強化

60 60

70

80

9090

80

70

平成２２年度

適
正
定
員

定員割れ 定員超

先進的ガバナンス改革に対する特別補
助の充実

管理運営に課題のある法人への対応の
厳格化

界で活躍する人材の育成のための取組等）

教育力と地域の生涯学習への貢献で
高い評価を得ている松本大学

50 50

15090 11060 70 8050 100 120 130 140
定員充足率

平成２５年度
▲５０％▲５０％

平成２３年度

定員割れ 定員超過
教育条件向上・経営改善に向けた適正な
定員管理の促進

卒業生の質の高さが企業から高く評価
されている金沢工業大学

９
［現状でも10校に1校程度は完全不交付］



大学の質保証の徹底推進 【私立大学の質保証の徹底推進と確立（教学・経営の両面から）】

これまでの取り組みと課題 H24年度から直ちに実施 H24・25年度以降実施・検討

法令違反等、
教学上問題が設置基準の明確化等による一貫したシステムによ

教学の質保証のトータルシステムの確立

社会のステー

設置基準

・規制緩和による
基準 き げ

設置審査

要
素
は
あ

C

教学 問題が
ある大学に対
しては、改善勧
告・改善命令・
組織廃止命令
（学校教育法）

設置基準 明確化等による 貫したシ テムによ
り、大学の質を確実に保証する。 クホルダーの

信を得られる
質の高い大学
を保証するシ

設置基準
の明確化

設置審査
の高度化

アフターケ
アの充実

認証評価の
改善

基準の引き下げ
・不明確な規定

アフターケア

・抽象的な規定の
運用

あ
る
が
相
互
の
つ （学校教育法） を保証するシ

ステム

社会変化に適
経営上の課題を抱える学校法人に て 実地

早期の経営判断を促進するシステムの確立
経営改善の見
込みがなく 教

アフタ ケア

・原則、最初の学生が卒業するま
での期間に限定

・設置計画の実施状況の確認

つ
な
が
り
が
欠

C

応できない大
学等の退場

（必要により 法

経営上の課題を抱える学校法人について、実地
調査等を経て早期の経営判断を促進する。

込みがなく、教
育の継続に悪
影響を及ぼす
学校法人に対
しては、役員経営状況

の詳細な分
実地調査

の

経営改善
計画

の策定等
早期の

経営判断の

認証評価

・最低基準の確認に留
まる

・法的措置にはつなが
らない

欠
如

・慎重な運用

法的措置

C （必要により、法
令上の措置も検
討）

解職勧告・解
散命令
（私立学校法）

の詳細な分
析

の
機能強化

の策定等

段階的な経
営指導

経営判断の
促進

らない

経営支援

・任意の協力が前提
・強制力のある措置ができない

大学としてふさわしい実質を有するものについては それぞれの

メリハリある私学助成や経営指導・支援を積極的に行う。

再編・
統合大学 短大

募集停止

私大・短大の募集停止、再編・統合

慶應大・共立薬科大

関西学院大・聖和大 大学としてふさわしい実質を有するものについては、それぞれの
特性を活かした機能別分化に応じた適切な支援を進める。

→教育水準が保証された、多様な教育機会を国民に保障
15-19年度

20-24年度

0校
11校

2大学

8大学

30短大

25短大

統合大学 短大
関西学院大 聖和大

上智大・聖母大

など
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大学の量的規模について

① 大学数と入学定員数の推移

● 私立大学・短期大学を合わせると 大学数・学生数とも減少している ● 南関東に所在する大学数は全体の約３割 学部学生数は全体の約４割

② 各地域における大学数及び学生数

参考

● 私立大学・短期大学を合わせると、大学数・学生数とも減少している。

● 私立短期大学から四年制大学への移行は、知識・技能の高度化に伴うものであり、
特に、医療、保健、看護、介護、保育等の社会的ニーズの高まりによるものがほとん
どである。

【大学数（国公私立）】 【入学定員（国公私立）】

● 南関東に所在する大学数は全体の約３割、学部学生数は全体の約４割

● 南関東、東海、近畿に所在する大学数は全体の約６割、学部学生数は全体の
約７割
● 都市部では大規模、地方では小規模と推測される

（校） （万人）

私立（短大）

私立（短大）
公立（短大）
国立（短大）

③ 地方・都市部に存在する私立大学を、規模別に分類した※1場合の大学数及び学生数※2

公立（短大）
国立（短大）

私立（大学）

私立（大学）

公立（大学）

国立（大学）

公立（大学）

国立（大学）

（出典）「学校基本調査」，「全国大学一覧」
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教育と職業・産業のインターラクションの強化

○ 将来の生き方・働き方についての考えが希薄なまま 高等教育機関へ進学する者の増加

現状と課題
◎ 大学教育の成果に関する社会の評価

Q.日本の大学では、世界に通用する人材 Q.日本の大学では、企業や社会が求める

出典：朝日新聞社「教育」をテーマにした「全国世論調査」 （2011.1.1【18面】）

○ 将来の生き方 働き方についての考えが希薄なまま、高等教育機関へ進学する者の増加

○ 社会の要請に応える人材育成が十分でなく、産業界のニーズとのミスマッチ

（完全失業率：９％、非正規雇用率：３２％、無業者：６３万人、早期離職：高卒４割,大卒３割,短大等卒：４割）

○ 初等中等教育から大学・大学院まで、発達の段階に応じた体系的な取組が必要

26%

63%

11%

Q.日本の大学では、世界に通用する人材
を育てることができていると思うか 人材を育てることができていると思うか

できている できていない その他・無回答

現状の取組 今後の強化の方向性

・新学習指導要領に基づく体系的・系統的なキャリア
教育の推進 キ 教育実践を支援するため 学校等 教育機関 産業界 労働団

◆ 学校と地域・社会や産業界が連携・協働したキャリア教育実践の
促進

初等中等教育
教育の推進

デ 師

◆ 専門高校等における産業界との連携強化

・キャリア教育実践を支援するため、学校等の教育機関・産業界・NPO・労働団

体・地方自治体・労働局・経産局等が参画する「地域キャリア教育支援協議会
（仮称）」の設置を促進。

・産業界等との連携による実践的な職業教育の推進

学校の教育活動全体で、社会的・職業的自立に必要な基盤となる能
力や態度を身に付けさせるとともに、勤労観・職業観を自ら形成・確立
できる子ども・若者の育成を行う。

・学校の要望と地域・社会や産業界等の提案をマッチングする「子どもと社会の
架け橋となるポータルサイト」の開設。

学部教育

産
業
界
の
協

人
材
育
成
の

・グローバル人材育成
(例)英語による授業のみで学位が取れるコース：19コース※ （京都大学）

・PBLなど能動的学修の導入・促進

・教育課程の内外を通じて社会的・職業的自立に向

けた指導等に取り組むための体制整備

◆ グローバル人材の育成・確保

・長期にわたる就業実習（「デュアルシステム」）の導入拡大、社会人講師による
指導の充実など、産業界との連携による教育活動の拡充 等

・実践的な教育支援のため、企業人材を講師として大学に派遣

・海外の学生の帰国のタイミングに合わせた採用（夏・秋採用、通年採用）や、
海外インターンシップの拡充

学部教育 協
力
に
よ
る

の
取
組
の
充
実

けた指導等に取り組むための体制整備（大学設置基準
改正：H23年度から実施）

・海外留学、長期ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ・海外ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

＜英国＞
knowledge transfer program
大学院生 ポ ドクが週 回

＜米国（ジョージア州）＞
Quick Start

創

・共同研究を通じた研究者派遣・交流、公募制・任期付きによる企業人材の活用
◆ 産学の人材交流・流動化の促進

・企業によるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ人材の積極的な採用・活用、大学院における幅広い知識
を有する人材育成の推進

◆ イノベーション人材の育成・活用

◆ 高等専門学校の機能強化

就職
・採用活動の早期化・長期化の是正

経済界への働きかけや、経済団体と大学関係者
が意見交換の場を設置

大学院生・ポスドクが週1回、
企業のR＆Dに参加

州内で雇用創出をする企業を手
助けする州立の職業訓練機関

◆ 高等専門学校の機能強化
・高等専門学校教育の一層の高度化を図るためのカリキュラム等の充実
・社会ニーズを踏まえた学科再編の促進など

◆ 大学・専修学校・高校等と産業界等の連携による成長分野にお
ける中核的専門人材の育成の推進

大学院
・博士課程リーディングプログラム

プログラムの企画段階から、産・学・官の参画を得
て行う博士課程教育の改革を支援

が意見交換の場を設置

産業界と大学、政府が協力し、人
材育成のためのプラットフォーム形
成の拡大・支援（分野別・地域別）

産学協働人財育成円卓会議にて、
アクションプランを策定(H24.5.7)
→企業の協力を得て大学教育の改善を推進

1２

◆ 産業構造の変化に対応した社会人の学び直しの推進

※ 大学院も含む


